静岡県における持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針

１　趣　　旨

　　農業は、多彩で新鮮な農産物の安定供給という本来的な役割に加え、水源の涵養、自然環境の保全、景観の形成等多面的な役割を果たしている重要な産業です。しかしながら、近年、化学肥料・農薬への過度の依存や、家畜排せつ物の不適切な処理が、環境へ影響を及ぼす場面も生じています。

　　こうしたことから、２１世紀において本県農業が多面的な役割を十分発揮し、安定した発展をしていくためには、環境に与える負荷が少なく、自然循環機能が維持増進される産業として確立していくことが求められています。

    本県においては、農地の生産力の維持増進、その他良好な営農環境を確保するため、有機質資材の施用、家畜排せつ物のリサイクル利用等土づくりを推進するとともに、化学的に合成された肥料の削減、化学的に合成された農薬の低減に関する合理的な生産方式や技術を活用して、環境と調和のとれた持続性の高い農業を推進していくこととします。

    そのためには、環境と調和のとれた持続性の高い農業生産方式を、できるだけ多くの農業者等が導入することが必要であることから、主要な農作物について、生産方式の具体的内容を明らかにした「静岡県における持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針」を定めます。

２　導入すべき持続性の高い農業生産方式の内容

 (1) 「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律施行規則」で定める持続性の高い農業生産方式を構成する技術

ア 堆肥等施用技術

土壌有機物含有量、可給態窒素含有量、その他の土壌の性質について調査を行い、その結果に基づき、堆肥等有機質資材や緑肥作物を活用し、農地の生産力の持続性、土壌の物理的、化学的性質を良好に保ち、土壌の性質を改善する。

     ａ 堆肥等有機質資材施用技術 
堆肥等有機質資材であって、炭素窒素比（Ｃ／Ｎ比）がおおむね10から150の範囲にあるものを農地に施用する技術をいう。

ｂ 緑肥作物利用技術

緑肥作物を栽培して、農地にすき込む技術をいう。

イ 化学肥料低減技術

有機質肥料の活用、化学肥料の肥効の増進、緩効性肥料の利用等を行い、化学的に合成された肥料の施用を減少させる。

 ａ 局所施肥技術

肥料を作物の根の周辺に集中的に施用する技術をいう。ドリップ等を用いて液肥を施用する場合を含む。

水稲では、側条施肥により元肥窒素量を10～20％程度減らすことが可能であり、茶では樹冠下かん水同時施肥法を用いることで年間窒素施用量を30kg/10a程度まで減らすことが可能である。また、野菜や花きでは養液土耕により、30％程度の窒素肥料の低減が期待できる。これらの局所施肥技術を導入する場合は、土壌条件や前作の肥料残留等に留意して窒素施肥量を低減する。

 ｂ 肥効調節型肥料施用技術

肥料取締法に規定する普通肥料であって、アセトアルデヒド縮合尿素、イソブチルアルデヒド縮合尿素、オキサミド、石灰窒素、被覆複合肥料、被覆窒素肥料、被覆加里肥料、ホルムアルデヒド加工尿素肥料若しくは硫酸グアニル尿素、これらが原料として配合されたもの又は土壌中における硝酸化成を抑制する材料が使用されたものを施用する技術をいう。

元肥にこれらの緩効性肥料を使用する場合は、従来の速効性肥料の約20％の削減が可能であるため、肥効調節型肥料施用技術を導入する場合は、土壌条件や前作の肥料残留及び各作物の肥料吸収特性等に留意して窒素施肥量を低減する。

 ｃ 有機質肥料施用技術

有機質（動植物質のものに限る。）を原料として使用する肥料を施用する技術をいう。

ウ 化学農薬低減技術

生物農薬の利用、対抗植物の利用、有害動植物から物理的に遮る被覆技術等など、総合的に防除技術を活用することにより、化学農薬の低減を図る。
 ａ 生物農薬利用技術

捕食性昆虫、寄生性昆虫、拮抗性細菌、拮抗糸状菌等であって、生物農薬として農薬取締法の登録を受けたものを導入する技術、これらと組み合わせてバンカー植物（天敵の増殖又は密度の維持に資する植物をいう。）を栽培する技術及び植物等を用いて土着天敵を強化するための取組をいう。
 ｂ フェロモン剤利用技術

農作物を害する昆虫のフェロモン作用を有する物質を有効成分とする薬剤であって、農薬取締法の登録を受けたものを利用する技術をいう。

 ｃ 対抗植物利用技術
土壌中の有害動植物を駆除し、又はそのまん延を防止する効果を有する植物を栽培する技術をいう。

 ｄ 被覆栽培技術

有害動植物の付着を防止するため、農作物を資材で被覆する技術をいう。

 ｅ 除草用動物利用技術

有害植物を駆除するための小動物を農地に放し飼いする技術をいう。

 ｆ マルチ栽培技術
有害動植物のまん延を防止するための資材で、土壌の表面を被覆する技術をいう。本技術にはわら類や被覆植物によるマルチ栽培も含まれる。

 ｇ 機械除草技術

有害植物（有害動物の発生を助長する植物を含む）を機械的方法により駆除する技術をいう。

ｈ 温湯種子消毒技術
種子を温湯に浸漬することにより、当該種子に付着した有害動植物を駆除する技術をいう。

ｉ 抵抗性品種・台木利用技術
有害動植物に対して抵抗性を持つ品種に属する農作物を栽培し、又は当該農作物を台木として利用する技術をいう。

ｊ 熱利用土壌消毒技術
土壌に熱を加えてその温度を上昇させることにより、土壌中の有害動植物を駆除する技術をいう。具体的には、太陽熱土壌消毒技術、熱水土壌消毒技術及び蒸気土壌消毒技術である。

ｋ 光利用技術
有害動植物を駆除し、又はそのまん延を防止するため、有害動植物を誘引し、若しくは忌避させ、又はその生理的機能を抑制する効果を有する光を利用する技術をいう。具体的には、シルバーフィルム等の反射資材、粘着資材、非散布型農薬含有テープ、黄色灯、紫外線除去フィルム、赤色光及び紫外線（UV-B）を利用する技術である。

ｌ 土壌還元消毒技術
土壌中の酸素の濃度を低下させることにより、土壌中の有害動植物を駆除する技術をいう。

　　ｍ　天然物質由来農薬利用技術

　　　　 有機農産物の日本農林規格（平成17年10月27日農林水産省告示1605号）別表

２に掲げる農薬（有効成分が化学的に合成されていないものに限る。）を利用

する技術をいう。

　(2)  「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律施行規則」で定める以外の県独自の技術

ア 化学肥料低減技術
      ａ 土壌埋設型センサー情報を活用した適正な肥培管理技術

ECセンサーを土壌中に埋設し、土壌のEC値（塩類濃度）を測定し、最適な施肥量を施用する技術をいう。
イ 化学農薬低減技術

 ａ 導入天敵利用技術

海外から既に導入されている天敵を利用して害虫を駆除し、又はそのまん延を防止する技術をいう。

ｂ 耕種的防除技術

有害動植物の増殖源となる雑草や作物残渣等を除去するなど、耕種的方法により有害動植物を駆除し、又はそのまん延・伝播を防止する技術をいう。

ｃ 要防除水準に基づく防除要否の判断技術

要防除水準が設定されている病害虫の密度を調査し、防除の要否を判断して、過度な防除を省く技術をいう。

ｄ 点滴かん水技術

     点滴かん水装置を設置することにより、病害の発生、まん延を防止する技術をいう。

ｅ 害虫発生予察システム（誘蛾灯）利用技術

　　 フェロモントラップ等発生予察情報を活用して、防除回数を削減する技術をいう。

ｆ 環状剥皮技術

　　 キウイフルーツ花腐細菌病を防除するため、主幹部あるいは主枝に幅５～10mmで樹皮と木質部の境まで切込みを入れ、樹皮を除去する技術をいう。

ｇ 粗皮削り　
　　 カキとナシにおいて、冬期に害虫の越冬場所となる古い樹皮を除去することにより、被害を軽減する技術をいう。

ｈ 土着天敵活用技術

　　ネギアザミウマに対し、ヒメオオメとコモリグモ類は密度抑制効果があること、間作ムギには大麦品種‘百万石’が適し、麦類を間作するとこれらの土着天敵類の増加すること等、土着天敵の利用により、農薬の使用を軽減する技術をいう。

i　土壌ｐＨ矯正技術

　　 土寄せ時の苦土石灰処理、転炉スラグ全面または植溝処理によるｐＨ矯正により、シロネギの黒腐病菌核病の発病抑制をする技術をいう。
j　苗の蒸熱処理
　　　イチゴ苗に対し、蒸気処理を行うことでうどんこ病、ハダニ類及びアブラムシ類を抑制する技術をいう。

３　各作物別指針

　　　対象作物として、県内の主要な農作物を選択し、117作物について導入する農業生産方式を構成する技術を示した（詳細は9頁から）。

      また、「持続性の高い農業生産方式を構成する技術」については、「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律施行規則」（平成11年農林水産省令第69号）に定められた18技術（◎）に加え、県独自の11技術（☆）を示した。

４  持続性の高い農業生産方式の導入の促進を図るための措置に関する事項

(1) 農業者が持続性の高い農業生産方式の導入にともなって、新たな営農用機械や資材等を整備する場合には、取組の初期段階における経営の負担軽減を図る観点から、必要に応じ、農業改良資金やその他の融資制度を積極的に活用する。
(2)　持続性の高い農業生産方式に地域全体で取り組む場合には、農林事務所による濃密指導や実証ほの設置等による技術の確立、堆肥舎等共同利用施設の建設による生産条件の整備等を総合的に推進する。また、必要に応じて、関係補助事業を積極的に活用する。

５  その他の事項

(1) 持続性の高い農業生産方式の導入を図るには、土壌診断や病害虫の発生動向の把握が重要である。このため、農林事務所、病害虫防除所及び農業団体は、必要に応じて緊密な連携をとって、土壌診断の実施や病害虫防除等の情報の提供を行う。

(2) 地力増進地域において地力増進対策指針が定められている場合にあっては、持続性の高い農業生産方式に取り組む農業者は同対策指針の内容に即した改善方策を行うことが必要である。

(3) 肥料の施用量は、使用する堆肥等の窒素成分量に留意する。

(4) 農業者が「持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律」第４条に基づき、導入計画を作成し、知事の認定を受けようとするとき、各作物別指針の「持続性の高い農業生産方式を構成する技術」欄に掲載している県独自の技術については、条件となる技術として認められないので注意すること。
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